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道路の老朽化について

○橋梁（約73万橋）・トンネル（約１万本）等は、国が定める統一的な基準により、５年に１回、近接目視
による全数監視を実施

○「点検→診断→措置→記録」のメンテナンスサイクルを実施

○建設後５０年を経過した橋梁の割合は、現在約２７％だが、１０年後には約５２％に急増
○建設後５０年を経過したトンネルの割合は、現在約２１％だが、１０年後には約３５％に増加

メンテナンスサイクル

50年経過橋梁 50年経過橋梁 50年経過トンネル 50年経過トンネル

27%
52%

21%
35%

【橋梁】 【トンネル】
2029年時点2019年時点 2019年時点 2029年時点
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道路の老朽化対策に関する取組みの経緯

○ 笹子トンネル天井板落下事故［H24.12.2］

○ 定期点検に関する省令・告示 公布［H26.3.31］

5年に1回、近接目視による点検

○ 道路法の改正［H25.6］

点検基準の法定化、国による修繕等代行制度創設

○ 定期点検要領 通知［H31.2.28］

定期点検の質を確保しつつ、実施内容を合理化

● 定期点検 ２巡目（H31～）

● 定期点検 １巡目（H26～H30）
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橋梁、トンネル等の点検実施状況

○ 平成２６年度以降５年間（一巡目）の点検の実施は概ね完了。（橋梁で９９．９％、トンネルで９９．５％、
道路附属物等で９９．７％）

※（ ）内は、平成30年度末時点管理施設のうち点検の対象となる施設数（平成26～30年度の間に撤去された施設や、上記分野の点検の対象外と
判明した施設等を除く。）

※道路附属物等：シェッド、大型カルバート、横断歩道橋、門型標識等

平成26～30年度の点検実施状況

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

橋梁
(717,391)

トンネル
(10,718)

道路付属物等
(39,873)

9%

13%

15%

19%

16%

21%

27%

18%

21%

27%

24%

20%

18%

27%

22%

99.9%

99.5%

99.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実績

実績

実績
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橋梁、トンネル等の判定区分状況

41%

2%

32%

49%

56%

52%

10%

41%

15%

0.1%

0.6%

0.08%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(696,356)

トンネル

(10,499)

道路附属物等

(37,293)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

○ 全国の橋梁における判定区分の割合は、早期に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ）が１０％
（約６８，４００橋）、緊急に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅳ）が０．１％（約７００橋）となっている。

橋梁･トンネル･道路附属物等の判定区分の割合
（全道路管理者合計）

※（ ）内は、平成30年度末時点管理施設のうち点検の対象となる
施設数（平成３０年度末時点で診断中の施設を除く）

※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある。

区分 状態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。

Ⅱ 予防保全段階 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態。

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態。

Ⅳ 緊急措置段階 構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。

1%

0.1%53%

（716,466）

（10,645）

（39,678）
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損傷事例（橋梁）

判定区分Ⅲ

判定区分Ⅳ

国管理 床版鉄筋露出 地方自治体管理 主桁腐食 地方自治体管理 支承腐食

地方自治体管理 床版鉄筋露出 地方自治体管理 橋脚洗掘国管理 主桁腐食・欠損

※床版：橋の裏側

早期措置段階「構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態」

緊急措置段階「構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態」
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措置の状況（判定区分Ⅲ、Ⅳの橋梁）

○ 全国の橋梁において、次回点検までに措置を講ずべき橋梁（判定区分Ⅲ・Ⅳ）のうち修繕に着手した割合は、国土交通省

管理で５３％、地方公共団体管理で２０％。また修繕が完了した割合は、国土交通省管理で１８％、地方公共団体管理
で１２％。（修繕未着手は、国土交通省管理で約０．２万橋、地方公共団体管理で約５．０万橋）

○ 地方公共団体が管理する橋梁について、Ｈ３０末時点の点検結果を踏まえた措置の状況は、想定しているペース（判定区分Ⅲ
であれば次回点検の５年以内に修繕を実施）に比べて遅れている。

管理者
うち完了（C）

3,427 1,811
(53%)

617
(18%)

1,616
(47%)

2,647 846
(32%)

457
(17%)

1,801
(68%)

地方
公共団体

62,977 12,700
(20%)

7,430
(12%)

50,277
(80%)

都道府県
政令市等

20,586 4,889
(24%)

2,684
(13%)

15,697
(76%)

市区町村 42,391 7,811
(18%)

4,746
(11%)

34,580
(82%)

合計 69,051 15,357(22%) 8,504(12%) 53,694(78%)

22%

36%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

橋梁

(69,051)

トンネル

(4,416)

道路附属物等

(6,062)

事後保全型（判定区分Ⅲ、Ⅳの修繕）

（H26～H30)

12%

22%

12%

修繕着手済み
施設数（Ｂ）

※平成26～30年度に点検診断済み施設のうち、判定
区分Ⅲ・Ⅳと診断された施設で、修繕（設計含む）に着
手（又は工事が完成）した割合（H30年度末時点)

修繕完了済 修繕着手済

92%

77%

62%

28%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

78%

49%

41%

25%

7%

34%

35%

26%

16%

9%

35%

26%

20%

9%

5%

27%

16%

11%
4%

2%

25%

21%

13%

5%

3%

55%

31%

15%

10%

4%

39%

27%

12%

7%

8%

35%

29%

22%

11%

6%

26%

18%

12%

4%

2%

H26

H27

H28

H29

H30

：Ｈ３０末時点で次回点検までの修繕実施を考慮した
場合に想定されるペース
Ｈ２６点検実施施設（４年経過）：８０％
Ｈ２７点検実施施設（３年経過）：６０％
Ｈ２８点検実施施設（２年経過）：４０％
Ｈ２９点検実施施設（１年経過）：２０％
Ｈ３０点検実施施設（０年経過）： ０％

修繕着手率（B/A）、完了率(C/A)修繕未着手
施設数

修繕が必要な
施設数（Ａ） 点検年度

国土交通省

高速道路
会社

判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁における修繕着手・完了率

H26

H27

H28

H29

H30

H26

H27

H28

H29

H30

H26

H27

H28

H29

H30

H26

H27

H28

H29

H30
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措置の状況（判定区分Ⅲ、Ⅳのトンネル）

○ 全国のトンネルにおいて、次回点検までに措置を講ずべきトンネル（判定区分Ⅲ・Ⅳ）のうち修繕に着手した割合は、国土

交通省管理で６４％、地方公共団体管理で２４％。また修繕が完了した割合は、国土交通省管理で３７％、地方公共団
体管理で１３％。（修繕未着手は、国土交通省管理で１８６施設、地方公共団体管理で２，４２９施設）

○ 地方公共団体が管理するトンネルについて、Ｈ３０末時点の点検結果を踏まえた措置の状況は、想定しているペース（判定区分
Ⅲであれば次回点検の５年以内に修繕を実施）に比べて遅れている。

管理者
修繕が必要な
施設数（Ａ）

修繕未着手
施設数うち完了（C）

国土交通省 521 335
(64%)

194
(37%)

186
(36%)

高速道路会社 692 495
(72%)

350
(51%)

197
(28%)

地方公共団体 3,203 774
(24%)

429
(13%)

2,429
(76%)

都道府県
政令市等

2,346 620
(26%)

341
(15%)

1,726
(74%)

市区町村 857 154
(18%)

88
(10%)

703
(82%)

合計 4,416 1,604(36%) 973(22%) 2,812(64%)

修繕着手済み
施設数（Ｂ）

※平成26～30年度に点検診断済み施設のうち、判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された施設で、修繕（設計含む）に着手（又は工事が完成）した割合（H30年度末時点)

H26
H27
H28
H29
H30

：H30末時点で次回点検までの修繕実施を考慮した場合に想定されるペース
H26点検実施施設（4年経過）：80％、 H27点検実施施設（3年経過）：60％、H28点検実施施設（2年経過）：40％、H29点検実施施設（1年経過）：20％、H30点検実施施設（0年経過）：0％

点検年度

H26
H27
H28
H29
H30
H26
H27
H28
H29
H30
H26
H27
H28
H29
H30
H26
H27
H28
H29
H30

修繕完了済 修繕着手済

修繕着手率（B/A）、完了率(C/A)

85%

82%

69%

30%
25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

73%

51%

24%

6%
4%

35%

45%

39%

15%

9%

29%

31%

17%
6%

3%

41%

33%

31%
15%

8%

29%

19%

13%

7%

4%

判定区分Ⅲ・Ⅳのトンネルにおける修繕着手・完了率

88%

89%

88%

41%

10%

74%

70%

55%

13%
3%

32%

46%

40%
15%

10%

30%

32%

17%

6%
2%
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個別施設計画の策定

■個別施設計画策定状況
（平成３０年度末時点）

※（ ）は団体数
※割合は個別施設計画策定対象の施設を管理する団体数により算出
※大型の構造物は横断歩道橋、門型標識、シェッド、大型カルバートであり、いずれかの施設の個別施設計画
が策定されていれば策定済みとしている

■インフラ長寿命化計画の体系

市区町村では、平成３０年度末時点で橋梁で約８割、トンネルで約５割、大型の構造物は約６割の団体で策定済み

・個別施設計画（道路）の策定期限
⇒国：H28年度（策定済）
⇒地方公共団体：2020年度

インフラ長寿命化基本計画
【国】

（平成25年11月策定）

インフラ長寿命化計画
【国交省】

（平成26年5月策定）

インフラ長寿命化計画
【地方公共団体】

（平成28年度までに策定）
公共施設等

総合管理計画
＝

道路 河川 空港

基
本
計
画

行
動
計
画

個
別
施
設
計
画

公共施設等総合管理計画
の策定指針（総務省）

大
型
の
構
造
物

ト
ン
ネ
ル

橋

梁

道路 河川 空港

大
型
の
構
造
物

ト
ン
ネ
ル

橋

梁
・・・ ・・・

全道路管理者は、定期的な点検・診断の結果に基づき個別施設計画を策定
（地方公共団体は2020年度までに策定予定）
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措置に係る実施計画（長寿命化修繕計画）の策定状況

11 1策定状況

【橋梁（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定、記載内容、更新の状況（地方公共団体）】

1,781自治体 1,211自治体 1,211自治体

記載内容 更新状況

【未策定】
337自治体
（19%）

【公表済】
1,211自治体
（68%）

【修繕の情報なし】
181自治体
（15%）

【修繕の情報あり】
1,030自治体
（85%）

【策定後更新なし】
350自治体
（29%）

【策定後更新あり】
861自治体
（71%）

○ 橋梁の長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定した地方公共団体は８１％あり、公表までしている地方
公共団体は６８％。

○ 公表している計画のうち、修繕の時期や内容を橋梁毎に示した計画となっている地方公共団体は８５％
あり、修繕費用を示した計画となっている地方公共団体は４４％。

○ また、公表している計画のうち、点検結果を反映するなど計画の更新を行ったことのある地方公共団体
は７１％。

※平成31年3月31日時点（国土交通省道路局調べ）

【策定済】
1,444自治体
（81%）

【未公表】
233自治体
（13%）

【修繕費用】
528自治体
（44%）
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道路の橋梁等の老朽化対策にかかる個別補助制度（道路メンテナンス事業補助制度）の創設

■ 道路メンテナンス事業補助制度の創設

（令和２年度予算：２，２２３億円）

○ 概要

道路メンテナンス事業

 地方公共団体が管理する橋梁、トンネル等が対象
高度経済成長期に整備した道路施設の老朽化が急激に進んでおり、

例えば橋梁では、建設後50年経過する橋梁の割合が、現在は25％で
あり、10年後には50％に急増する。
平成26年度から平成30年度までの一巡目の点検において、次回点検
までに措置を講ずべき橋梁は、全体の約1割（約6万橋）存在する。

このうち、点検結果を踏まえて平成30年度までに修繕に着手した橋
梁は、地方公共団体管理で20％にとどまっており、措置が遅れている
状況となっている。これらに対して、早急に対策を実施できるよう地方
に対して計画的かつ集中的に支援を行う必要がある。

橋梁

長寿命化修繕計画

 地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定・公表
 橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位

置づけられた事業を支援

○○市

橋梁
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

トンネル
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○○市

道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・施設名 ・延長
・判定区分
・点検・修繕実施年度
・修繕内容 ・対策費用 等

○ 道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される道路メンテナンス事業
（橋梁、トンネル等の修繕、更新等）に対し、計画的かつ集中的な支援を可能とする個別補助制度を創設する。

損傷状況（ひび割れ）

（国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る。）

修繕の様子（断面修復）

トンネル

損傷状況（目地部うき）

修繕の様子（剥落対策）
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地方への技術支援

人員不足・技術力不足 情報の共有化

業務・工事発注 点検・診断及び
修繕計画の立

案等
研修 新技術 好事例

特殊構造物

点検

診断

措置

記録

地方公共団体における人員・技術力不足に対応するため、道路メンテナンス会議等を通じて、各種の技術支援を実施

■地方への技術的支援メニュー

直
轄
診
断

修
繕
代
行

一
括
発
注 研

修
等
の
開
催

事
例
の
収
集
・共
有
化

技術的
支援
メニュー

メンテナンス
サイクル

専
門
技
術
者
等
に
よ
る
技
術
支
援

（工
法
等
の

助
言
）

技
術
情
報
の
提
供

これまでの取組みと課題

■道路メンテナンスセンター

メンテナンスサイクルの格段面で、市町村の人員、技術力不足への支援を
充実する必要

○ 平成31年度より、関東地整・中部地整に「道路メンテナンスセンター」を設置
○ 地方公共団体支援として、施設の診断・修繕の代行、

高度な技術を要する施設に関する相談、点検に関する
技術指導や研修を実施

○ 地方自治体からの定期点検や老朽化
対策に関する技術的な相談に対し、
全国の地方整備局等や国の研究機
関の職員が対応し支援

○ 緊急かつ高度な技術力を要する施設を直轄診断
し、結果に応じて修繕代行事業等により支援※

※直轄診断:12箇所(2014～2018年度) 修繕代行:11箇所(2015～2019年度)

③地域一括発注

○ 市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する定期点検の
発注事務を都道府県等が一括して実施

49 80
151 174 217

11 27

67
86

115

60 107 

218 
260 

332 

0 

100 

200 

300 

400 

H26 H27 H28 H29 H30

：研究機関
：整備局等

地方自治体に対する技術支援件数（累計）

（件数）

■老朽化対策における国に求める支援策（自治体アンケート）

○ アンケート（橋梁修繕を進めるために必要な項目）によると、修繕方法の明
示、一括発注、技術認証、修繕計画立案等が必要との声。

※自治体アンケート（令和元年6月国土交通省調べ）：都道府県、政令市、市区町村が選択した割合が多かった上位6項目

②直轄診断・修繕代行

20.2%
22.2%

25.2%
31.4%

32.9%
39.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
国等による代行

修繕の技術や工法の認証
修繕計画の立案

修繕工事や設計の一括発注
住民や関係機関との円滑な調整
修繕の方法（技術基準）の明示

■道路メンテナンス会議

現場研修点検状況

○ 課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽化対策の推進を図ること
を目的に、関係機関が連携して各県毎に「道路メンテナンス会議」を設置

○ 主に、技術的な相談対応、点検業務の発注支援（地域一括発注等）、維持管
理等に関する情報共有などの役割を担っている。

■支援の事例

①技術支援

直轄診断 修繕代行

④研修

○ 地方公共団体の職員を対象とした技術レベルに合わせた研修を実施※

※平成26年度から平成30年度までの受講者は5,578人（地方公共団体：4,443人）

※平成30年度は436市区町村（36道府県）が活用
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『道路メンテナンス会議』の設置

○ 関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽化
対策の推進を図ることを目的に、「道路メンテナンス会議」を設置

※平成26年7月7日までに全都道府県で設置

・地方整備局（直轄事務所）

・地方公共団体（都道府県、市町村）

・高速道路会社（NEXCO ・首都高速・

阪神高速・本四高速・指定都市高速等）

・道路公社

体制

１．維持管理等に関する情報共有

２．点検、修繕等の状況把握及び対策の推進

３．点検業務の発注支援（地域一括発注等）

４．技術的な相談対応 等

役割

会議状況
（平成30年3月16日 広島県道路メンテナンス会議） 12



道路メンテナンスセンターについて

○ 平成31年度より、関東及び中部地方整備局に「道路メンテナンスセンター」を設置

○ 当センターは、地域のメンテナンス拠点として、地方公共団体の施設の診断・修繕の代行、高度
な技術を要する施設に関する相談、点検に関する技術指導や研修を実施

＜直轄向け＞
• 直轄管理国道における橋梁等の健全性の診断等
• 劣化予測や修繕計画の最適化などアセットマネジメント

の検討・導入（メンテナンスデータの管理・分析等）
• 修繕工事の技術的支援（事務所への助言）

＜地方公共団体向け＞
• 直轄診断、修繕代行
• 道路構造物保全に関する相談窓口
• 地方公共団体職員等を対象とした研修・講習会

＜研究開発＞
• 橋梁メンテナンスに関する技術研究開発

■業務内容 ■関連イメージ

道路

メンテナンス

センター

国総研

土研

直轄

事務所

地方

公共団体

高度な案件の
相談

相談

助言等

相談

助言等

直轄診断後自治体に説明する様子 研修実施状況

■取組内容例（令和元年9月時点）

項目 全体 備考
関東 中部

技術講習会
7回

（約210名）
1回

（約30名）
6回

（約180名）
予定含む

実務者向け
研修

10回
（約390名）

4回
（約220名）

6回
（約170名）

予定含む

技術相談
直 轄： 9件
地公体：12件

直 轄：4件
地公体：7件

直 轄：5件
地公体：5件

13



地方への技術支援

• 地方自治体が橋梁の定期点検を実施したと

ころ、コンクリート支柱が傾斜・洗掘している

事案が確認。

• 健全性の診断にあたり自治体から国へ技術

的な相談、支援要請があり、国職員を現地へ

派遣し技術的な助言を実施。

■技術的な相談への対応の例

○地方自治体からの定期点検や老朽化対策に関する技術的な相談に対し、国の研究機
関や全国の地方整備局等の職員が対応することで、地方への技術支援を実施。

○平成26～30年度までに約３３０件の技術相談に対応。

地方自治体に対する技術支援件数

（棒グラフ：技術支援件数） （折れ線グラフ：のべ技術支援件数）

（年度）

国と地方自治体による合同現地調査

49
31

71

23
43

11
16

40
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29

60
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218
260

332
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H26 H27 H28 H29 H30
地整 国総研 のべ技術支援整備局等 研究機関 のべ支援件数の合計
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直轄診断・修繕代行について

○地方公共団体への支援として、要請により緊急的な対応が必要かつ高度な技術力を要する施設
について、地方整備局、国土技術政策総合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテ
ナンス技術集団」による直轄診断を実施。

○診断の結果、診断内容や地域の実情等に応じ、修繕代行事業、大規模修繕・更新事業等を実施。

【直轄診断実施箇所とその後の対応】【全体の流れ】

【平成３０年度 直轄診断実施箇所】

■仁方隧道（広島県呉市） ■天大橋（鹿児島県薩摩川内市）

〈地方公共団体〉

点検・診断

〈道路メンテナンス会議〉

現地調査を踏まえ
直轄診断候補箇所の選定

〈国〉

直轄診断実施箇所の選定

直轄診断実施

結果とりまとめ

報告 推薦

報告

修繕代行事業、大規模修繕・更新補助事業等の実施

診断内容、地域の実情等に応じ、

下部工のひび割れ覆工コンクリートの剥落・貫通ひびわれ

実施年度 直轄診断実施箇所 措置

Ｈ２６
年度

三島大橋（福島県三島町） 修繕代行事業

大渡ダム大橋（高知県仁淀川町） 修繕代行事業

大前橋（群馬県嬬恋村） 大規模修繕・更新補助事業

Ｈ２７
年度

沼尾シェッド（福島県南会津郡下郷町） 修繕代行事業

猿飼橋（奈良県吉野郡十津川村） 修繕代行事業

呼子大橋（佐賀県唐津市呼子町） 修繕代行事業

Ｈ２８
年度

万石橋（秋田県湯沢市） 修繕代行事業

御鉾橋（群馬県神流町） 修繕代行事業

Ｈ２９
年度

音沢橋（富山県黒部市） 修繕代行事業

乙姫大橋（岐阜県中津川市） 修繕代行事業

Ｈ３０
年度

仁方隧道（広島県呉市） 修繕代行事業

天大橋（鹿児島県薩摩川内市） 修繕代行事業

Ｒ１
年度

秩父橋（埼玉県秩父市） －

古川橋（静岡県吉田町） －

＜天大橋の状況＞＜仁方隧道の状況＞
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研修の実施

○ 地方公共団体の職員を対象とした技術レベルに合わせた研修を実施

○橋梁、トンネル等の点検に関する研修について、初級、中級、特論の３種類を実施。

＜初級＞
・地方公共団体の職員の技術力育成のため、
点検要領に基づく点検に必要な知識・技能等
を取得するための研修。

・平成26年9月より、全国の地方整備局等で開催し、
平成26～30年度で約200回開催、約5,600名が
受講
（うち、地方公共団体職員 約4,400名）

＜中級＞
・直轄国道の点検・修繕に必要な知識・技術を
取得するための研修（平成26年度より開催）

＜特論＞
・専門的知識を有する職員の育成のため、三大損傷の発生メカニズム、対応等を取得す
るための研修（平成27年度より開催）

【研修の充実】

▲研修実施状況

16



２巡目の点検方法見直し

新技術の活用による点検方法の効率化

【新技術利用のガイドライン】 新技術活用にあたっての受発注者の確認するプロセスを整理

発注者受注者

活用技術を協議

活用技術を承諾

性能カタログ
新技術を選ぶ際に性能確認の参考として活用

性能カタログ

確認のあった新技術の性能確認に活用

技術を活用

技術を選定

点検支援技術の活用範囲
活用目的等を明確化

業務委託の準備
業務委託

技術を確認

橋梁等のコンクリート構造物において、鉄筋腐食に伴い発生
する剥離やうき（コンクリート内部の剥離ひび割れ）を、遠望
非接触にて赤外線法により検出する技術

■技術概要

（千円）

0

50

100

打音検査 非破壊検査

約2割約11万円

約8万円

導入前
（全て打音）

導入後
（非破壊スクリーニング＋打音）

■コスト縮減の試算例■イメージ

【非破壊検査技術活用事例】

【法令運用上の留意事項】
定期点検を行う者は、健全性の診断の根拠となる道路橋の現在の状態を、近接目視によ
り把握するか、または、自らの近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うことができ
ると判断した方法により把握しなければならない。

【定期点検要領改定】

※赤字は今回の点検方法見直しにおいて追加

• 「新技術利用のガイドライン」や 「点検支
援技術性能カタログ」を作成

• 平成31年2月時点で16技術を性能カタロ
グに掲載

← 橋梁の損傷写真を

撮影する技術

【７技術】

← トンネルの変状写真を

撮影する技術

【４技術】

← コンクリートのうき・

はく離を非破壊で

検査する技術

【５技術】

【点検支援技術性能カタログ（１６技術）】

【近接目視を補完・代替・充実する技術の活用】

○ 定期点検における近接目視を補完、代替、充実する新技術の現場導入を積極的に推進
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今後の点検方法の開発について

広く公募を行うことで、新技術を活用した点検・診断技術の開発、計測・モニタリング技術の検証を進め、
近接目視によらない点検方法をベストミックス

損傷

外観から見える損傷

外観から見えない損傷外観から
見えにくい損傷

現在

今後

近接目視 打音・触診

健全性の診断 健全性の診断

画像撮影技術 その他詳細技術
＋ ＋

又は

画像診断近接目視

健全性の
診断

計測・モニタリング 打音・触診

健全性の
診断

その他
詳細技術

＋＋

ドローン等により
撮影した画像から
ＡＩ技術を活用して
自動診断

スクリーニング スクリーニング

＋

＋

近接目視によらない点検・診断方法を確立・導入
※技術を適材適所に活用

Ｒ１
・引張材
・支承機能
・洗掘
・ＴＮ付属物

順次拡大順次拡大

Ｒ２Ｒ３

要素技術の公募（シーズマッチング型）

計測・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術
公募（ニーズ型）

非破壊検査

赤外線やﾚｰｻﾞｰ
計測等により
非破壊で検査

R元年度 技術公募を実施
【応募状況】
・ニーズ型 ２０件
・ｼｰｽﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ型 ２７件
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技術検証に応募のあった技術

＜ニーズ型（２０技術）＞

①PCケーブルや吊材
５技術

②支承の機能障害
７技術

③橋梁基礎の洗掘
６技術

④トンネル付属物の変状
２技術

＜ｹｰﾌﾞﾙの張力を計測する技術＞

＜ｹｰﾌﾞﾙの腐食を計測する技術＞

＜斜材表面を撮影する技術＞

（例）永久磁石を用いて張力を計測

N極
S極

磁力線

健全部 腐食部

（例）磁束密度の変化から断面積を計測

（例）自走式ロボで斜材表面を撮影

＜反力を計測する技術＞

＜ひずみを計測する技術＞

画像解析により
変位や回転量を計測する技術

（例）支承本体又は後付で反力を計測

（例）動画像を解析し変位・回転量を計測

（例）光ﾌｧｲﾊﾞｾﾝｻで動的ひずみを計測

＜水底を３次元ﾃﾞｰﾀ化する技術＞

加速度センサから
変位や傾斜を計測する技術

＜超音波で地中を探査する技術＞

↑探触子

↓探触子

↑バッテリー
探査機

（例）超音波探査で空洞を測定

（例）３次元データから洗掘量を測定

（例）加速度ﾃﾞｰﾀから土被り量を解析

加速度センサから
変位や傾斜を計測する技術

（例）加速度ﾃﾞｰﾀで落下・倒壊を防止

（出典：応募資料より引用し技術を例示）

センサーで変位を
視覚化・監視する技術

（例）OSVセンサーで変位を視覚化
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技術検証に応募のあった技術

＜シーズマッチング型（２７技術）＞

変位・振動の計測技術
１０技術

詳細調査の技術
４技術

画像計測・解析技術
７技術

非破壊検査技術
４技術

データ収集技術
２技術

＜桁端部の異常をセンサで計測＞

加速度センサで
振動特性を可視化

（例）加速度からたわみを計測

動画像解析で
わたみ・横揺れを計測

（例）カメラで撮影した動画を解析

（例）変位を計測すると異常を通知

計測データを無線通信で
送信・保存

（例）センサで計測したデータを
無線通信で送信し遠隔で確認

鋼部材の塗膜下の
き裂を計測

（例）渦電流探傷法でき裂を判定

３次元点群ﾃﾞｰﾀを利用し
スクリーニング

（例）設計CADﾃﾞｰﾀと点群ﾃﾞｰﾀの
偏差解析から損傷個所を見える化

うき・剥離

＜塩害補修効果のモニタリング＞

（例）電極と腐食センサを設置し
塩分浸透と鉄筋腐食を計測

＜ロボットで画像を計測＞

（例）ワイヤにロボットを吊下げ画像計測

＜ひび割れ画像解析＞

（例）画像解析により
ひび割れ長さ/幅を定量的に評価

（出典：応募資料より引用し技術を例示）
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点検技術者の確保

① 定期点検要領の改定

背景

38

76
110

139

176

0

100

200

H26 H27 H28 H29 H30

② 民間登録資格（点検・診断）

資格取得に必要な実務経験等にバラツキがある

〈登録資格の累積（道路関係）〉

増加

資格 実務経験 技術研修
点検関係
の設問数

Ａ
点検実務

７年
○ ５/５０問

Ｂ
その他実務

４年
○ ６/４０問

Ｃ
その他実務

７年
× ８/３０問

Ｄ
その他実務

３年
○

（点検実務１年）
１４/２０問

〈登録資格の例〉

点検は（中略）知識及び技能を有する者が行うこととし、近接目視により、五年に一
回の頻度で行うことを基本とする。

４．状態の把握
健全性の診断の根拠となる状態の把握は、近接目視により行うことを基本とする。

（法令運用上の留意事項）
定期点検を行う者は、健全性の診断の根拠となる道路橋の現在の状態を、近接目
視により把握するか、または、自らの近接目視によるときと同等の健全性の診断を
行うことができると判断した方法により把握しなければならない。

（付録：定期点検の実施にあたっての一般的な留意点）
自らが近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うことができると定期点検を
行う者が判断した場合には、その他の方法についても、近接目視を基本とする範囲
と考えてよい。

省令（道路法施行規則）

道路橋定期点検要領（平成31年2月）

活用是非の判断など、一巡目に比べて点検技術者の裁量が拡大

② 委託点検(橋梁)の技術者における経験

（R1.7道路局調べ）

0 5 10 15
点検業務の実務経験年数

B県

C市

A事務所
（国）

１業務における技術者の実務経験年数

4 12

4 6

2 5

0 100 200 300

１業務における技術者の診断数（１年あたり）

B県

C市

A事務所
（国）

一人あたり診断橋梁数／年（過去５年間の平均）

232 246

127 157

29 103

※１ 研 修：国土交通省が実施する道路管理実務者研修又は道路橋メンテナンス技術講習
※２ 民間資格：国土交通省登録技術資格（公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規定に基づく国土交通省登録資格）

点検技術者の保有資格の現状

① 点検実施者の保有資格・研修受講歴

※H30に点検を実施

した橋梁のうち、報
告があった107,018
橋を対象に橋梁数
ベースで算出

H30点検実施橋梁の直営点検と委託点検の割合

13%

87%

直営点検
13,730橋

委託点検
93,288橋

（H31.3末時点道路局調べ）

直営点検

3%

35%

8%

54%

研修受講かつ民間

資格保有

研修受講のみ

民間資格保有のみ

研修・資格ともになし

研修受講
（38%）

研修・資格
ともになし
（54%）

委託点検

7% 3%

48%

42%

研修又は
民間資格
（58% ）

研修・資格
ともになし
（42%）

点検技術者が備えるべき知識や技術を明確にし、適切な措置に必要な診断を確実に実施できる体制を整備
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